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〈自己資本の構成及び充実度評価〉
　
自己資本の構成は、以下のとおりであります。
なお、自己資本比率は、「自己資本比率告示」に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。
信用リスク・アセットの額は、基礎的内部格付手法を用いて算出しております。
　
■連結自己資本比率（国内基準） （単位：百万円、％）

項目 2015年3月末 経過措置による
不算入額

2016年3月末 経過措置による
不算入額

コア資本に係る基礎項目
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 119,334 ／ 144,641 ／
うち、資本金及び資本剰余金の額 94,410 ／ 94,410 ／
うち、利益剰余金の額 30,518 ／ 50,249 ／
うち、自己株式の額(△) ― ／ ― ／
うち、社外流出予定額(△) 5,594 ／ 18 ／
うち、上記以外に該当するものの額 ― ／ ― ／
コア資本に算入されるその他の包括利益累計額 △1,895 ／ △3,639 ／
うち、為替換算調整勘定 ― ／ ― ／
うち、退職給付に係るものの額 △1,895 ／ △3,639 ／
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 ― ／ ― ／
コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 ― ／ ― ／
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 5,803 ／ 77 ／
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 113 ／ 77 ／
うち、適格引当金コア資本算入額 5,690 ／ ― ／
適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に
含まれる額 ― ／ ― ／

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に
含まれる額 25,000 ／ 15,000 ／

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達
手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ／ ― ／

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ／ ― ／

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に
含まれる額 ― ／ ― ／

コア資本に係る基礎項目の額 (イ) 148,242 ／ 156,079 ／
コア資本に係る調整項目
無形固定資産(モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。)
の額の合計額 57 229 106 159

うち、のれんに係るもの(のれん相当差額を含む。)の額 ― ― ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの
以外の額 57 229 106 159

繰延税金資産(一時差異に係るものを除く。)の額 95 380 589 884
適格引当金不足額 ― ― 509 ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入
される額 ― ― ― ―

退職給付に係る資産の額 ― ― ― ―
自己保有普通株式等(純資産の部に計上されるものを除く。)の額 ― ― ― ―
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ― ― ―
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 ― ― ― ―
特定項目に係る十パーセント基準超過額 ― ― 814 1,222
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連する
ものの額 ― ― ― ―

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に
関連するものの額 ― ― ― ―

うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連する
ものの額 ― ― 814 1,222

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 ― ― ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連する
ものの額 ― ― ― ―

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に
関連するものの額 ― ― ― ―

うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連する
ものの額 ― ― ― ―

コア資本に係る調整項目の額 (ロ) 152 ／ 2,020 ／
自己資本
自己資本の額((イ)－(ロ)) (ハ) 148,089 ／ 154,058 ／
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（単位：百万円、％）

項目 2015年3月末 経過措置による
不算入額

2016年3月末 経過措置による
不算入額

リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 1,262,927 ／ 1,290,628 ／
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 610 ／ 2,266 ／
うち、無形固定資産(のれん及びモーゲージ・サービシング・
ライツに係るものを除く。) 229 ／ 159 ／

うち、繰延税金資産 380 ／ 2,107 ／
うち、退職給付に係る資産 ― ／ ― ／
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ― ／ ― ／
うち、上記以外に該当するものの額 ― ／ ― ／

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 205 ／ 186 ／
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して
得た額 90,974 ／ 88,880 ／

信用リスク・アセット調整額 ― ／ ― ／
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ― ／ ― ／
リスク・アセット等の額の合計額 (ニ) 1,354,107 ／ 1,379,695 ／
連結自己資本比率
連結自己資本比率((ハ)／(ニ)） 10.93 ／ 11.16 ／
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■信用リスクに対する所要自己資本額 （単位：百万円）

2015年3月末 2016年3月末
信用リスクに対する所要自己資本の額(内部格付手法が適用される株式等エクスポージャー
及びみなし計算が適用されるエクスポージャーに関連するものを除く) 136,922 135,756

標準的手法が適用されるポートフォリオ(注1) 810 706
内部格付手法が適用されるポートフォリオ(注2) 135,901 134,911
事業法人向けエクスポージャー(注3) 76,899 74,004
ソブリン向けエクスポージャー 1,240 1,368
金融機関等向けエクスポージャー 7,340 6,832
居住用不動産向けエクスポージャー 29,126 25,638
適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー 2,169 1,883
その他リテール向けエクスポージャー 15,841 18,148
その他内部格付手法が適用されるエクスポージャー(注4) 3,284 7,035
証券化エクスポージャー 209 138

内部格付手法が適用される株式等エクスポージャーに係る信用リスクに対する所要自己資本の額 3,657 3,643
マーケット・ベース方式(簡易手法) 2,843 2,858
マーケット・ベース方式(内部モデル手法)(注5) ― ―
PD/LGD方式 813 785
他の金融機関等の資本調達手段のうち普通株式等以外のものに係るエクスポージャー ― ―
特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー ― ―
その他 0 0

信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関連する信用リスクに対する
所要自己資本の額 1,486 2,565

CVAリスクに係る所要自己資本の額 58 48
中央清算機関関連エクスポージャーに係る所要自己資本の額 0 0

計 142,125 142,014
　

（注）1．標準的手法が適用されるポートフォリオの所要自己資本の額は、「信用リスク・アセットの額×8％」により算出しております。
2．内部格付手法が適用されるポートフォリオの所要自己資本の額は、「スケーリング・ファクター考慮後（×1.06）の信用リスク・アセットの額×8％＋期待
損失額＋コア資本に係る調整項目の額」により算出しております。

3．「事業法人向けエクスポージャー」には、特定貸付債権、中堅中小企業向けエクスポージャーが含まれております。
4．「その他内部格付手法が適用されるエクスポージャー」には、購入債権、その他資産等が含まれております。
5．当社では、内部モデル手法を採用しておりません。

　
■マーケット・リスクに対する所要自己資本額 （単位：百万円）

2015年3月末 2016年3月末

標準的方式 16 14
金利リスク ― ―
株式リスク ― ―
外国為替リスク 16 14
コモディティ・リスク ― ―
オプション取引 ― ―

　

（注）1．マーケット・リスク相当額を8％で除した額に8％を乗じて算出しております。
2．当社では、内部モデル方式は採用しておりません。

■オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本額 （単位：百万円）

2015年3月末 2016年3月末

粗利益配分手法 7,277 7,110
　

（注）1．オペレーショナル・リスク相当額を8％で除した額に8％を乗じて算出しております。
2．当社では、基礎的手法・先進的計測手法は採用しておりません。

■連結総所要自己資本額 （単位：百万円）

2015年3月末 2016年3月末

連結総所要自己資本額 108,328 110,375
　

（注）1．自己資本比率算出上の分母の額に8％を乗じて算出しております。
2．当社は国内基準行ですが、内部格付手法を採用しているため、8％を乗じて算出しております。

　

ディスクロージャー誌 （宝印刷）  2016年07月11日 17時37分 5ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
・
バ
ー
ゼ
ル
関
連
デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン
（
連
結
）

近
畿
大
阪
銀
行

307

〈自己資本調達手段の概要〉
　
自己資本調達手段の概要につきましては以下のとおりであります。
　
■株式等の状況

発行主体 資本調達手段の
種類

コア資本に係る基
礎項目の額に算入
された額
(百万円)

配当率又は利率
(公表されている
ものに限る)

他の種類の資本調達手段への転換に係る特約もしくは一定
の事由が生じた場合に償還等を可能とする特約がある場合

その概要

近畿大阪銀行 普通株式 144,641 ― ―
　

■劣後債務の状況

発行主体 資本調達手段
の種類

コア資本に
係る基礎項目
の額に算入
された額(注1)
(百万円)

配当率又は
利率

(公表されて
いるものに
限る)

償還期限
一定の事由が生じた場合に
償還等を可能とする特約が
ある場合その概要

ステップ・アップ金利等に
係る特約その他の償還等を
行う蓋然性を高める特約が
ある場合その概要

近畿大阪銀行 期限付
劣後ローン(注2) 5,000 ― 2021年

9月29日
償還可能日：2016年9月29日

以降各利払日
償還金額 ：全部又は一部

ステップ・アップ金利に係る
特約あり

近畿大阪銀行 期限付
劣後ローン(注2) 10,000 ― 2023年

3月29日
償還可能日：2018年3月29日

以降各利払日
償還金額 ：全部又は一部

ステップ・アップ金利に係る
特約あり

　

（注）1．自己資本比率告示附則（2013年金融庁告示第6号）第3条に定める資本調達手段に係る経過措置による算入制限を考慮する前の金額を記載しております。
2．りそなホールディングスとの相対取引によるものであります。

　

※ より詳しい内容は、りそなホールディングスのホームページ（http://www.resona-gr.co.jp/holdings/investors/ir/basel3/）をご参照
ください。
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